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ご案内 オンライン事業所年金情報サービスは電子証明書をお持ちの事業主の方や社会保
険労務士の方も利用できるようになりました

オンライン事業所年金情報サービス 検索
サービスの詳細は日本年金機構ホームページを
ご覧ください。

日本年金機構では、毎月の社会保険料額等の社会保険に関する情報や一部の通知をデータで提供する「オ
ンライン事業所年金情報サービス」を提供しています。
これまで、当サービスを利用可能な方は、 ビズ をお持ちの事業主の方のみでしたが、令和 年 月 日か
ら電子証明書をお持ちの事業主の方や社会保険労務士の方も利用可能になりました。
ぜひこの機会にオンライン事業所年金情報サービスをご利用ください。サービスの概要や申し込み方法に
ついては、同封のリーフレットをご確認ください。

お知らせ ～全国健康保険協会管掌事業所のご担当者さまへ～
資格確認書発行にかかる手続き

令和 年 月 日からマイナ保険証に移行したことに伴い、新たに被保険者や被扶養者になる方が資格確認
書の発行を必要とする場合は、「被保険者資格取得届」および「被扶養者（異動）届」の「資格確認書発
行要否」欄の「発行が必要」の□に✔を入れて申請をすることで、全国健康保険協会から資格確認書が発
行されます。
このため、「被保険者資格取得届」および「被扶養者（異動）届」の様式を変更し、「資格確認書発行要
否」欄を追加しています。届出の際には、新様式をご利用ください。
新様式は、日本年金機構ホームページをご確認ください。
ホームページ：
○旧様式で提出する場合の資格確認書発行
旧様式には「資格確認書発行要否」欄がないため、資格確認書を必要とする場合には備考欄にその旨記載
（例：資格確認書要）のうえ提出をお願いします。旧様式による資格確認書の発行は、紙申請の場合・電
子申請の場合のいずれにおいても令和７年２月 日までの受付で終了予定としておりますので、お早めに
新様式に切り替えて頂くようお願いします。

資資格格確確認認書書要要

資資格格確確認認書書要要
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「日本年金機構からのお知らせ」の
補足情報等を掲載しています。

日本年金機構からのお知らせ 特集ページ 日本年金機構公式 （旧 ）

ご案内お知らせ 東京広域事務センター以外で処理する届書について対象範囲を拡大しました

東京広域事務センターで受付した算定基礎届、月額変更届および賞与支払届の一部について、東京広域
事務センター以外の事務センターで処理していますが、令和７年１月から対象範囲をさらに拡大しまし
た。
また、処理する届書について、新たに国民年金第３号被保険者関係届の一部を追加しました。
これにともない、届書内容の確認や返戻、決定通知書の送付を東京広域事務センター以外の事務セン
ターから行う場合がありますので、ご理解とご協力をお願いします。
なお、届書の提出先は、これまでどおり東京広域事務センターとなります。

お願い 短時間労働者の適用拡大＜被保険者資格取得届提出の再確認のお願い＞

令和６年 月からの適用拡大の対象事業所に該当した事業所には、日本年金機構から「特定適用事業
所該当通知書」を送付しています。
「特定適用事業所該当通知書」が送付された事業所は、加入対象となる短時間労働者がいる場合「被
保険者資格取得届」の提出が必要です。短時間労働者の「被保険者資格取得届」の提出状況について
今一度ご確認をお願いします。
被保険者資格取得届の提出が必要な方について、届出もれが後でわかった場合、事実発生日にさかの
ぼった被保険者資格取得年月日で「被保険者資格取得届」の提出が必要となりますので、ご注意くだ
さい。なお、保険料は被保険者資格を取得した月分までさかのぼって納付が必要です。

各種届書をご提出の際には、「事業所整理記号」「事業所番号」を忘れずに、正確にご記入ください。

注意事項 届書には事業所整理記号・事業所番号を記載してください

※「事業所整理記号」および「事業所
番号」は、納入告知書や各種適用関係
通知書等で確認することができます。
年金事務所にお電話でご照会いただい
ても、お伝えできませんのでご注意く
ださい。
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公的年金に関する各種手続きやお知らせ
等を随時発信しています。
ぜひフォローいただきご活用ください。
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